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第２回バイオリソースセンター微生物材料検討委員会議事録要旨 

 

１．日 時  平成１７年１１月１６日（水）１５：００～１７：４５ 

２．場 所  新東京ビル７階 理化学研究所 東京事務所 大会議室 

３．出席者 

 （委員等） 

  渡邉 信 委員長、伊藤 進、篠田 純男、鈴木 健一朗、炭田 精造、西村 和子 各委員 

   文部科学省 大畑 拓雄 調査員 

（理研側） 

  小幡ＢＲＣセンター長、森脇特任顧問、辨野微生物材料開発室長、高島先任研究員、

大和田先任技師、小迫先任研究員、鈴木先任研究員、岡田先任研究員、工藤先任研究

員、富田研究推進部長、会澤企画課長 他 

４．議 題 

 （１）前回議事録の確認 

 （２）バイオリソースセンターの概要説明 
（３）微生物材料開発室の事業実績の概要説明 

 （４）微生物材料開発室の事業の今後の方針について 
 

５．主な内容 

（１）前回議事録の確認 

第１回議事録（案）と第１回議事要旨（案）を各委員に配布し確認を行ったが、

特に委員からの指摘等はなく承認された。 

 

（２）バイオリソースセンター（ＢＲＣ）の概要説明 
当センターは設立から今年で５年目を迎えている。それぞれの開発室の状況は、

実験動物開発室のマウスの収集系統数は米国ジャクソンに次ぐ世界第２位に、植

物、細胞、遺伝子は、欧米に次ぎ世界三大拠点の一つとして、様々な提供サービ

スを展開している。微生物は新種登録株数において世界第２位となっている。提

供先の機関実績では、国内３,０００、海外１,２００機関以上となっている。当

センターは、ＩＭＳＲ（インターナショナル・マウス・ストレイン・リソース）

に登録済みでジャクソンに寄託しなくても、当センターを通して、世界中に発信

が可能となった。当センターの特徴は、動物、植物、細胞、遺伝子、微生物、情

報までを扱う横断的プログラムを策定するのに適したセンターであり、横断的戦

略的リソースの開発ということで、１６年度より環境ストレス解明に関するリソ

ース開発、日本人の特性解明に関するリソースの基盤構築等を提案している。米

国のリソース整備で特にＮＩＨにおいては、ＮＩＨのファンドを受けた研究者は

研究成果物であるリソースを必ず提供する仕組みが構築されている。こうするこ

とによって、研究環境のポジティブサイクルが構築されており、日本でも科研費

等にこの仕組みを組み込むように働きかけを行っている。 
パスツール研では、各国に支所を設け、そこにしかるべき人を送り込み技術支

援を行いながらリソースを確保するといった方策を採っており、当センターでも

見習う必要がある。総括的リソースの収集では、我が国で大事だと思われる研究

例えば、脳、癌、免疫、発生・再生等を注視したリソースの収集を行っている。 
当センターの評価において、総合科学技術会議ではＳ評価相当の評価を得てい
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る。また、独立行政法人の評価ではＡ評価となっている。 
 

（３）微生物材料開発室の事業の概要説明 
保有株数の総数は、２００５年度、１２,１２５株で順調に伸びている。その内

訳は、細菌が約４,９００株、放線菌が約２,７００株、古細菌が約２６０株、糸

状菌が約１,８００株、酵母が約２,４００株という形で保有をしている。 

     また、９月末にＪＣＭカタログの第９版を出版した。基本的に３年ごとに更新

をしている。このカタログは国内においてＪＣＭのアクティビティーを示す上で

重要な出版物となっている。 

     提供数の推移は、２００３年、２００４年は、株数的に４,０００株を越えてい

る。今年度の提供実績は、現在約１,６００株。来年の３月３１日までの集計とな

るので、ある程度回復すると思うが、伸び率は鈍化している。提供の内訳は、基

本的に細菌が主体であり、放線菌を含めて約８０％近くが細菌及び放線菌が占め

ている。古細菌は全体の１０％近くになっている。糸状菌も酵母も同様の傾向を

示している。提供数が減少した理由として、本年４月からＭＴＡを導入したこと

が遠因となっているものと思われる。 

     新種基準株は、２００５年１１月１日現在９４件。昨年は１０６件であった。

寄託に関して新種基準株に対する件数が増えている事は信頼の現れと考えられる。  

    この件数は、世界で第１位のドイツの保存機関ＤＳＭＺに次いで第２番目となっ

ている。提供数の中で提供実績の第１位は Lactobacillus という菌属で、現在、

健康食品あるいは健康に関与するような微生物を扱う場合に多く利用されている

ことが伺える。 

また、昨今特筆すべき点は歯科領域における、口腔内細菌、歯科微生物に対す

る関心が高まっており、当微生物材料開発室でも関係分野に注力していきたい。 

 

（４）微生物材料開発室の事業の今後の方針について 
① 世界最高水準を達成するための具体策として、量的な評価より質的な評価が重

要だ。例えば、ＤＳＭＺには世界的に著名な分類学者がいる。学術的に世界の

最高水準と認められるような何らかの特徴を出すとともに、それを達成できる

優れた人材の確保に努めることが重要である。 

② 新規性のある特徴的株を発見したこと等も重要な活動で、世界最高水準を達成

させるための具体的事例として標記しておく必要がある。 

③ 収集する微生物についてはＪＣＭ/微生物材料開発室の独自性を維持するとと

もに、その割合を高めることが非常に重要である。 

④ 理研ＢＲＣとして国内では優先的に新しい株を提供出来る体制をとると同時

に、海外のコレクションに提供して、エクスチェンジの材料を持つ。この二つ

を両立させアクティブにやり続けることが重要である。 

⑤ ＪＣＭの旗印としての健康に関しては現状問題ないと思うが、旗印としての環

境に関して今後の動向で、微生物の機能を上手に利用したバイオレミディエー

ションというのが現実的なものになり始めている。この関係の有用機能を持っ

た微生物の収集に注力し、産業への利用を促進することが重要である。 

⑥ 企業からの研修生受け入れ、あるいは共同開発などは非常に重要。最近、企業

から大学等で、微生物の分類学を行う講座がなくなり大学から分類学専門の卒

業生が輩出されないという指摘がある(特許取得の場合に分類学の専門の人が
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必要となる)。従って、このことを実施できる機関は必要であり、当該室で注

力して欲しい。また、企業から研究者を預かって、学位を授与出来る仕組みを

構築することも必要である。 

⑦ 微生物の品質チェックで、１６Ｓ、１８Ｓだけで分類が可能かというと、９８、

９９のものに合っても、全然ハイブリしないケースが結構ある。そこまでやる

べきではないか。 

⑧ １６Ｓはある意味では、最低限のコレクションとしてのクオリティーコントロ

ールの一つの基準として使用しており、寄託者に対する品質確認の一つである。

それ以上の解析は個々のものが全部違ってきて際限がない。現状ではルーチン

に流せる一つの基準として解釈している。 

⑨ タイプ・ストレインを使って分類体系を構築するというバクテリアのシステム

に対する理研ＢＲＣの責任が極めて大きい。従って、１６Ｓはある意味バンク

として保証することが必要だ。従って、寄託者からＢＲＣに寄託されたとき（登

録番号を発行する前に）この点において明確にしておく必要がある。 

⑩ 生物多様性条約(ＣＢＤ)に関連して、企業が特許を申請する際に出所が必要と

なる。ヨーロッパでは政府がそういう方向性を打ち出しており、一部の国では

特許法を変えている。出所を明確にする必要がある。 

⑪ ＣＢＤに関連して、公開する菌株は制度として恐らく出所のクリーンなものか

らカタログに掲載することが理研のプレステージ上得策と思われる。 

⑫ 企業等ユーザーサイドから、ＣＢＤに照らして法令遵守の観点から、違反して

いる可能性のあるものは取り扱わないようにという時代になっている。従って、

提供する機関側は来歴を明確にして、法令遵守を徹底することが必要である。 

⑬ 企業等ユーザーサイドは入手経路の透明性を確保したいので、バンクから提供

を受けるものには来歴(入手経路)の情報が的確に付与されていることが必要

である。 

⑭ ＣＢＤ関連で、リソース起源国の監督官庁に、ＪＣＭではこのような書式でク

リヤーさせますというような宣誓をすることも必要だ。例えばヨーロッパのコ

レクションでも、ある意味で正直申告が第一の基準となっている。文書的には、

そこから後ろを追いかけるのは、我々の範疇から超えていると思う。日本の人

が預けてきたものについては、もう一歩突っ込む必要があると思われる。 

⑮ 病原微生物の場合は、ＣＢＤ等に馴染まない部分もあるが、学問上で必要なも

のは、国内にとにかく整備して頂きたい。研究に直接関与するような微生物も

必要であり、このようなものは必要条件であり、独自性ということにも繋がる

と思われる。 

⑯ バンク内の人が行った事が評価されなければならない。要するに、論文を出す

なということとは別に、バンクから提供した微生物を使った研究が新しい事に

どう活用されているかを的確にチェック出来る体制にしなければならない。バ

ンク内からインパクトのある論文が出たら、その人の評価が高くなるというよ

りは寧ろ本来的には新しい資源を新種として発表することが重要である。 

⑰ 納税者から見た場合、理研のＪＣＭとＮＢＲＣがあり、機能の違いという事で、

必要な重複は良いが不必要な重複は避けるべきであり、これがコスト削減に繋

がることにもなるので、この辺に注視すべきだ。 

⑱ 前掲⑭の病原微生物の場合の国際分業についてだが、日本の場合アジアの中の

孤児みたいなもので、国際分業はあり得ず、国内で整備する必要がある。 
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⑲ 従来、ＡＴＣＣやＣＢＳから、論文からこの株は興味があるから是非寄託して

欲しいと云われると、名誉な事であるといって、何の条件も付帯しないで出し

てしまうという風潮があったが、今後は是非理研ＢＲＣでこの部分を受け止め

て頂きたい。 

⑳ 税金を使って得られた研究成果物（生物遺伝資源）は、国内の公的機関にデポ

ジットするという事を、そのプロジェクトを認可する前提のルールの中へ入れ

ておいた方が良い。ＡＴＣＣから声がかかってもルール上出せないようにして

おくべきだ。 

 

                                    以  上 

 


